
（様式１）
潮来市 　復興交付金事業計画　平成28年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成29年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28
29

潮来市東日本大震災
復興交付金基金残高

潮来市東日本大震災
復興交付金基金の利息額

潮来市東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

1,280,325 10,708 14,350,693

執行
年度
23
24
25
26
27
28
29

【参　考】平成23～28年度　交付実額
※

： 15,463,624

契約済額
（国費相当額）

0
0

0

0
0

0
0

0 0

0

合　計

※　「交付実額」は、平成23～28年度に執行すべき事業費として交付された額（国費）の合計から、事業完了等に伴う返還額を減じた額

64,890
579,851

17,556

6,805,245
4,783,732

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

9,710,252
2,866,561

交付分
潮来市

68,483
1,087,101

1,719,754
30,026

156,686

1,315,268

合　計 13,579,012

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0
0

0

15,626,393

0

＜参考＞



　復興交付金事業計画　平成28年度進捗状況（契約状況）報告
平成29年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 3,533 0 -
24 62,666 62,628 -
25 21,698 19,186 6,083
26
27
28
29

累計 87,897 0 81,814 6,083
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 3,533 0 0 0
24 62,666 0 62,628 0
25 21,698 0 19,186 6,083
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

131,847 87,897 0 81,814 6,083
23 3,533 0 0 0
24 62,666 0 62,628 0
25 21,698 0 19,186 6,083
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

131,847 87,897 0 81,814 6,083合計

A － 2 市 市 完了直接

24年4月、6月実施設計発注。24年10月工事発注、11月監理発
注。25年2月竣工。25年6月設計発注、7月完成。

1 － 1 －
学校屋外教育
環境整備事業

（様式２A）
潮来市

日の出小
学校
日の出中
学校

25

省庁名 文部科学省

事業番号
全体
事業
期間

131,847 23 ～

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成28年度進捗状況（契約状況）報告
平成29年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 64,950 64,890 -
24 123,375 122,535 900
25
26
27
28
29

累計 188,325 0 187,425 900
23
24 228,273 227,587 -
25 56,279 126,196 -
26 70,374 ▲ 98,213 99,356
27
28
29

累計 354,926 0 255,570 99,356

23

24 176,400 0 -

25 3,205,200 3,381,600 -

26 2,796,187 2,474,627 -

27 1,715,910 904,527 - 28年4月　地下水低下開始。水位低下検証開始。

28 0 13,122 29年3月　地下水位低下作業継続中。
29

累計 7,893,697 0 6,773,876 0

23

24 496,387 167,101 -

25 6,427,075 3,278,263 -

26 0 2,407,318 -

27 0 410,741 - 28年4月、十番排水ポンプ稼働開始。

28 0 3,080 - 29年3月　地下水位低下作業継続中。
29

累計 6,923,462 0 6,266,503 0
23
24
25
26
27 3,844 0 -
28 0 -
29

累計 3,844 0 0 0

30年4月以降、事業を実施予定。

24年2月契約。24年11月、実証試験開始。
25年3月、液状化検討委員会で答申。
25年3月、期間延長の変更契約（25年12月27日まで）。
25年12月、期間延長の変更契約(26年3月31日まで)。
26年3月完成。

25年2月、契約。
25年3月、期間延長の変更契約（H26年3月31日まで）。
26年3月、期間延長と金額増額の変更契約(H27年3月31日ま
で。)
27年3月、減額変更契約（事業費130,950千円減）し、完成。

25年3月、液状化対策工法決定。
25年3月、同意取得開始。25年4月、3分の2以上の同意取得。
25年5月、事業計画書提出。25年6月、設計業務開始。
25年12月、19工区に分割し、工事発注。26年6月、工事着手。
27年3月、7工区が完了。

25年2月、業務委託契約、ポンプ場等の設計業務委託契約。
25年3月、ポンプ場等に伴う用地買収の不動産鑑定委託。
25年6月、1-12・14号線工事発注。　25年12月、1-13号線工事
発注、着工。
26年6月、1-12・13号線の電線共同溝、発注、26年11月、着工。
27年3月、工事を継続中。

2 D － 19 － 1 －

潮来市日の出
地区液状化対
策事業計画案
作成業務

日の出地区 市 市 直接 完了

4

（様式２D）

日の出地区

3 D － 19 － 2

潮来市

市 市 直接 継続 10,524,930 24 ～ 30

6 ◆ D － 19 － 2 － 1

潮来市液状化
ハザードマッ
プ作成事業

潮来市
　潮来・辻地
区、延方・大
洲地区、徳島
地区、十番地
区、小泉地区

市 市 直接 未着手 4,806 27

D － 19 － 3 －
日の出地区液
状化対策事業

省庁名 国土交通省

事業番号

5 D － 1 － 1 －

日の出地区幹
線道路液状化
対策事業

日の出地区 市 市 直接 継続 8,933,500 24 ～ 29

－

潮来市液状化
対策事業計画
案作成業務

潮来市
　潮来・辻地
区、延方・大
洲地区、徳島
地区、十番地
区、小泉地区

市 市 直接 完了 473,236 24 ～ 26

～ 30

全体
事業
期間

251,100 23 ～ 25



No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況事業番号
全体
事業
期間

23
24
25
26
27
28 17,556 0 13,824 - 29年1月、業務委託契約。29年度へ繰越。
29 156,686

累計 174,242 0 13,824 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 64,950 0 64,890 0
24 1,024,435 0 517,223 900
25 9,688,554 0 6,786,059 0
26 2,866,561 0 4,783,732 99,356
27 1,719,754 0 1,315,268 0
28 17,556 0 30,026 0
29 156,686 0 0 0

20,405,376 15,538,496 0 13,497,198 100,256
23 64,950 0 64,890 0
24 1,024,435 0 517,223 900
25 9,688,554 0 6,786,059 0
26 2,866,561 0 4,783,732 99,356
27 1,719,754 0 1,315,268 0
28 17,556 0 30,026 0
29 156,686 0 0 0

20,405,376 15,538,496 0 13,497,198 100,256

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

7 ◆ D － 19 － 3 － 1

潮来市復興イ
ンフラ整備事
業

潮来市
　潮来・十番
地区、日の出
地区、延方地
区、徳島地区

市 市 直接 継続 217,804 28 ～ 29

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。


	１総括表
	２A 文科省
	２D 国交省

